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三沢市建設工事等の競争入札参加者の資格審査及び選定に関する事務取扱要領 

 

（平成３０年３月１９日） 

（目的） 

第１条 この要領は、三沢市が発注する建設工事（ 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下

「法」という。）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ。）及び建設工事に関する

測量、調査、設計等業務の委託、その他の業務委託並びに物品の買入れ（以下「建設工事等」と

いう。）に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加することの

できる者の資格の審査並びに選定について、三沢市契約事務規則（平成27年三沢市規則第4号）

及び三沢市建設業者工事施行能力審査規則（昭和55年三沢市規則第13号）並びに三沢市建設業者

選定規程（昭和55年三沢市訓令第6号）に定めるもののほか、必要な事項を定め、入札制度の円

滑な運用に資することを目的とする。 

 

（資格審査） 

第２条 競争入札に参加する者の資格に係る審査（以下「資格審査」という。）は、次の各号に掲

げる種類別ごとに行うものする。 

⑴ 建設工事の工事種別は、別表第１に掲げるとおりとする。 

⑵ 建設工事に関する測量・調査・設計等業務の業種区分は、別表第２に掲げるとおりとする。 

⑶ その他の業務委託並びに物品の買入れの種目区分は、別表第３に掲げるとおりとする。 

２ 資格審査は、市内に本店又は主たる営業所を有している者（以下「市内業者」という。）につ

いては 1年に１回、その他市内業者に該当しない者（以下「市外業者」という。）については２

年に１回定期の審査（以下「定期審査」という。）を行うものとし、市外業者のうち、新規資格

審査を受けようとする者にあっては当該定期審査を行う年の翌年に追加の審査（以下「中間審査」

という。）を行うものとする。ただし、特別の理由により必要があると認めるときは、随時これ

を行うことができる。 

３ 資格審査の結果、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。）第 167

条の４第１項の規定に該当する者のほか、次の各号のいずれかに該当する者については、資格を

認定することができないものとする。 

⑴ 競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）又は添付書類に虚偽の記載をし、 

又は重要な事実について記載をしなかった者 

⑵ 経営状態が著しく不健全であると認められる者 

⑶ 国税又は地方税を滞納している者 

⑷ 警察当局から、市長に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる 

者として、建設工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者 

⑸ 建設工事に係る資格審査を受けようとする者にあっては、法第３条第１項の規定による許可

又は法第 27 条の 23 第２項に規定する経営事項審査（平成６年建設省告示第 1461 号第１第１

号の２に規定する審査基準日が、競争入札参加資格の審査申請の受付期間の末日の１年７月前

の日以降のものに限る。）を受けていない者 

⑹ 建設工事に関する測量、調査、設計等業務の委託、その他の業務委託並びに物品の買入れに 

係る資格審査を受けようとする者にあっては、営業に関し法律上必要とされる許可・認可・登 
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録等を受けていない者 

 

（資格審査の申請） 

第３条 資格審査を受けようとする者は、競争入札に参加を希望する建設工事等の種類別ごとに、

申請書を次項に掲げる期間内に市長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の理由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

２ 申請書の提出期間は、定期審査・中間審査共に、当該審査の申請をする年の２月１日から同月

末日までとし、持参又は郵送の方法により行うものとする。この場合において、郵送の方法によ

り提出された申請書は、提出期間内の消印のあるものに限り有効とする。 

３ 第１項の申請書及び申請書に添付する書類は、別に定めるものとする。 

 

（資格の認定等） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、種類別ごとに資格審査を行い、競争入札

参加資格があると認定した場合は、当該認定をした者（以下「有資格業者」という。）を、建設

工事及び建設工事に関する測量、調査、設計等業務の委託については認定した工事種別又は業種

区分ごとの有資格業者の名称を、その他の業務委託並びに物品の買入れについては有資格業者の

名称を競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」という。）に登載するとともに、その名簿を公表

するものとする。 

２ 建設業者の入札参加資格の認定は、経営事項審査の結果により工事種別ごとに行うとともに、

市内業者については請負対象設計金額に対応する等級の区分（以下「等級区分」という。）を定

め、等級区分のいずれかに格付をするものとする。 

３ 前項の規定による等級区分は、三沢市建設業者工事施行能力審査規則第 12 条に定める区分と

する。 

４ 第２項の規定による格付は、工事施行能力審査基準に基づき算定された主観的数値及び客観的

数値の合計値を総合数値として、三沢市建設業者等級格付基準により行うものとする。 

５ 市内業者の建設工事における格付審査は、１年に１回定期に行うものとする。 

 

（認定の有効期間） 

第５条 認定の有効期間は、名簿に登載した年の４月１日から次期定期審査の行われる年度に属す

る３月末日までとする。ただし、第２条第２項ただし書きの規定による資格審査により、認定を

受けた場合の有効期間は、当該認定に係る名簿登載日から次期定期審査の行われる年度に属する

３月末日までとする。 

 

（変更の届出) 

第６条 有資格業者は、次の各号のいずれかについて変更があったときは、速やかに競争入札参加

資格審査事項変更届に必要な書類を添えて提出するものとする。 

⑴ 本社又は主たる営業所の所在地 

⑵ 商号又は名称 

⑶ 事業主又は法人の代表者の役職及び氏名 

⑷ 電話番号及びファクシミリ番号 
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⑸ 申請書の捺印に使用した印鑑 

⑹ 市内の建設業者にあっては技術職員 

⑺ 営業又は事業に関する法令上の許可、認可等 

⑻ その他営業に関する重要な事項 

 

(資格認定の取消し) 

第７条 市長は、有資格業者が次の各号のいずれかに該当するときは、資格の認定又は登録した工

事種別・業種・種目の一部を取り消すことができるものとする。 

⑴ 政令第 167 条の４第１項の規定に該当する者となったとき。 

⑵ 第２条第３項第１号から第６号までの規定に該当する者となったとき。 

⑶ 廃業届が提出されたとき又はその他事業廃止の事実を確認したとき。 

⑷ 建設工事の認定された工事種別に係る法第３条第１項の規定による許可が取り消されたと

き。 

⑸ 建設工事等について、営業に関し法律上必要とされる許可・認可・登録等が無くなったとき。 

⑹ 有資格業者より、やむをえない事由等により取り下げ申請が提出されたとき。 

２ 市長は、前項の規定により有資格業者の認定又は登録した工事種別・業種・種目の一部を取り

消したときは、速やかにその理由を明示して書面によりその旨をその者に通知するとともに、名

簿から抹消しなければならない。 

  

(指名基準) 

第８条 建設工事等に係る指名競争入札への参加者の指名は、有資格業者の中から行うものとする。

ただし、市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

２ 前項の規定による指名を行うときは、次に掲げる事項に留意しなければならない。 

⑴ 不誠実な行為の有無（信用度） 

⑵ 経営状況（信用度） 

⑶ 工事成績 

⑷ 工事・業務等契約の履行状況 

⑸ 技術者の状況 

⑹ 手持工事又は手持ち業務の状況 

⑺ 当該工事又は業務の施工についての技術的適正 

⑻ その他特に考慮する必要がある事項 

３ 前項各号の運用については別表第４に定める事項に留意するとともに、当該会計年度における 

指名及び受注の状況を勘案し、指名が特定の有資格業者に偏らないようにするものとする。 

  

（指名業者数の選定標準） 

第９条 競争入札参加者を指名する場合の指名業者数の選定標準は、次の各号のとおりとする。た

だし、当該工事の有資格業者数が定められた指名業者数に満たないとき、特殊又は専門工事で建

設業者を限定する必要があるとき、その他市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

⑴ 設計金額で三沢市契約事務規則第２１条の表に定める額を超えない額までは３社以上とし、 

これを超える額については５社以上とする。 
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⑵ 設計金額にかかわらず単価・月額契約については３社以上とする。 

 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別表第１（第２条関係） 

 

工事種別 建設業許可 発注工事例 

土木一式工事 土木工事業 側溝工事、道路築造工事、下水道工事、造成工事、下水道管渠

推進工事、水路築造工事 

建築一式工事 建築工事業 鉄筋・鉄骨コンクリート建築工事、木造建築工事、プレハブ建

築工事 

大工工事 大工工事業 大工工事、型枠工事 

左官工事 左官工事業 左官工事、モルタル工事 

とび・土工・コンク

リート工事 

とび・土工工事業 解体工事、くい打ち工事、土工事、コンクリート工事、地盤改

良工事、道路付属物設置工事 

石工事 石工事業 石積み工事、コンクリートブロック積み工事 

屋根工事 屋根工事業 屋根ふき工事 

電気工事 電気工事業 発電設備工事、受変電設備工事、屋内電気設備工事、照明灯設

備工事 

管工事 管工事業 冷暖房設備工事、空気調和設備工事、給排水・給湯設備工事、

衛生設備工事、浄化槽工事、ガス配管工事 

タイル・れんが・ブ

ロック工事 

タイル・れんが・ブ

ロック工事業 

タイル・れんが・ブロック張工事 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 鉄骨工事、橋梁工事、鉄塔工事、水門等の門扉設置工事 

鉄筋工事 鉄筋工事業 鉄筋加工組立て工事 

舗装工事 舗装工事業 アスファルト舗装工事、コンクリート舗装工事 

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事業 しゅんせつ工事 

板金工事 板金工事業 板金加工取付け工事、建築板金工事 

ガラス工事 ガラス工事業 ガラス加工取付け工事 

塗装工事 塗装工事業 塗装工事、ライニング工事、路面標示工事 

防水工事 防水工事業 アスファルト防水工事、モルタル防水工事、シーリング工事、

塗膜防水工事、シート防水工事 

内装仕上工事 内装仕上工事業 内装仕上工事、たたみ工事、ふすま工事 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 プラント設備工事、運搬機器設置工事、舞台装置設置工事 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 冷凍冷蔵設備工事 

電気通信工事 電気通信工事業 電気通信線路設備工事、放送機械設置工事、電波障害改善工事 

造園工事 造園工事業 植栽工事、公園設備工事、園路工事、水景工事 

さく井工事 さく井工事業 さく井工事 

建具工事 建具工事業 サッシ取付け工事、シャッター取付け工事 

水道施設工事 水道施設工事業 取水施設工事、配水施設工事、下水処理設備工事 

消防施設工事 消防施設工事業 消火設備工事、火災報知設備工事、非常警報設備工事 

清掃施設工事 清掃施設工事業 ごみ処理施設工事、し尿処理施設工事 

解体工事 解体工事業 工作物解体工事 
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別表第２（第２条関係） 

 

業種区分 業務内容 

測量 測量一般、地図の調製、航空測量 

建築関係建設コンサルタント業務 建築一般、意匠、構造、暖冷房、衛生、電気、建築積算、機械

積算、電気積算、工事監理（建築・電気・機械）、調査、耐震

診断、地区計画及び地域計画 

土木関係建設コンサルタント業務 河川・砂防及び海岸、港湾及び空港、電力土木、道路、鉄道、

上水道及び工業用水道、下水道、農業土木、森林土木、水産土

木、廃棄物、造園、都市計画及び地方計画、地質、土質及び基

礎、鋼構造及びコンクリート、トンネル、施工計画・施工設備

及び積算、建設環境、建設機械、電気・電子、交通量調査、環

境調査、経済調査、分析・解析、宅地造成、電算関係、計算業

務、資料等整理、施工管理 

地質調査業務 地質調査 

補償関係コンサルタント業務 土地調査、土地評価、物件、機械工作物、営業補償・特殊補償、

事業損失、補償関連、不動産鑑定、登記手続等 
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別表第３（第２条関係） 

 

１、物品の製造又は販売 

種目区分 取扱品目 

事務用消耗品類 紙、書籍・雑誌、文房具、ＯＡ用品、その他 

事務用機械器具類 コンピューター機器、印刷機器、その他 

印刷製本 一般印刷、特殊印刷、軽印刷、コンピューター関係印刷、その他 

工作機械及び産業機械類 金属加工機械、建設・鉱山機械、農業用機械器具、繊維機械器具、ポンプ・

圧縮機、ミシン、荷役運搬設備、その他 

薬品類 医療用薬品、業用薬品、その他 

医療器具及び精密機械器具類 医療用器具、介護用機械器具、公害用機械器具、実験･計測用器具、その他 

車両類 普通自動車、軽自動車、トラック、他の自動車、自動車修理･整備、その他 

燃料類 石油、その他 

電気機器及びその他の機械器

具 

産業用電気器具、家庭用電気器具、通信用機械器具、音響用機械器具、暖

房用器具、カメラ・時計、その他 

資材・乳剤類 建築材料、化学製品、金属材料、水道用資材、その他 

什器類 鋼製什器、木製什器、その他 

繊維製品 衣服、寝具類、室内装飾品、その他 

厨房用品・ガス器具 厨房用品、ガス器具、その他 

楽器 楽器、その他 

教材・教具 学校用品、保育用品、玩具、コンピューターソフト、その他 

体育用品・器具 体育用品・器具、スポーツ用品、その他 

消防用品・器具類 消防用品、その他 

食品飼料類 食品、飲料、飼料等、その他 

標識・テント・看板 標識、看板、テント、旗・記章、懸垂幕、その他 

その他の物品 雑貨類、靴・カバン等、苗木・園芸用品、写真用品・現像、雑工具類、そ

の他 
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２、役務の提供等 

種目区分 取扱品目 

広告代理 広告代理、イベント企画、映像企画、その他 

リース・イベント 事務機械、車両、仮設ハウス、建材リース、その他 

運搬・輸送 荷物運搬、貸切バス、その他 

コンピューター情報処理 コンピューター情報処理、ソフトウェア、その他 

測定・調査・分析 環境測定分析、飲料水調査、汚水・河川等調査、計量証明、その他 

建物維持管理 電気設備保守点検、エレベーター保守点検、消防設備保守点検、防火対象

物定期点検、燃料タンク維持管理、警備保障、清掃、冷暖房設備維持管理・

清掃、浄化槽維持管理・清掃、その他 

人材派遣 人材派遣、その他 

廃棄物処理・古物商等 産業廃棄物処理、一般廃棄物処理、古物商、金属くず業、再生資源集荷業、

その他 

写真撮影 一般写真・航空写真等作成、写真・映画製作 

その他の業務 クリーニング、血液その他検査、害虫駆除、旅行社、遊具修繕、給食調理

その他 
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別表第４（第８条関係） 

 

選定基準事項 運用基準 

１ 不誠実な行為の有無 

  （信用度） 

以下の事項に該当する場合は、指名しないこと。 

⑴ 三沢市建設業者等指名停止要領（平成 21年７月１日。以下「指名停止要

領」という。）に基づく指名停止期間中であること又は指名停止要領の措置

条件に該当する事実が判明し、当該事実に基づき過去の類似事例において

指名停止を行ったことがあることから受注者として不適当であると認めら

れる場合。 

⑵ 法令違反により当該法令の規定による処分を受け、当該処分に基づく措

置期間中である者又は当該法令違反の状態が是正されていないことから受

注者として不適当であると認められる場合。 

⑶ 建設工事に係る請負契約に関し、次に掲げる事項に該当し、当該状態が

継続していることから請負者として不適当であると認められる場合。 

 ア 工事請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が従わ

ないこと等請負契約の履行が不誠実である場合。 

イ 一括下請、下請代金の支払遅延，特定資材等の購入強制等について、

関係行政機関等からの情報により請負者の下請契約関係が不適切である

ことが明確である場合。 

⑷ 暴力団が実質的に経営を支配し、又は経営に介在するおそれがあること

から有資格業者として不適当であると認められる場合。 

⑸ 発注者及び地域関係者の信頼を著しく損なう言動等があり、受注者とし

て不適当であると認められる場合。 

２ 経営状況 

  （信用度） 

⑴ 破産法（平成 16年法律第 147号）に基づく破産手続開始の申立て、会社

更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく会社更生手続開始の申立て，民

事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立て等がな

された場合又は手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停

止等の事実があり、経営状態が極めて不安定である場合は，指名しない。 

⑵ 単に赤字決算であることのみをもって、直ちに指名から除外しない。 

３ 工事成績 ⑴ 請負工事成績評定要領（昭和 51年 4月 1日制定）による工事成績（以下

「工事成績」という。）の評定点合計の平均が過去２年度連続して 50点未

満である場合は、指名しない。 

⑵ 工事技術検査等において、施工管理等が著しく劣ると認められる者は、

指名を留保する。 

４ 工事・業務等契約の履

行状況 

⑴ 本店、支店又は営業所の所在地及びその地域での工事・業務・販売実績

等を総合的に判断する。 

⑵ 堤防崩壊、道路陥没等の災害や、電気・機械設備等の故障に伴う緊急復

旧工事施行者で、対応が適切であった場合は指名について尊重する。 

⑶ 既設の施設の建設工事を直接施工し、かつ、その工事実績が優良であっ
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た場合は、指名について尊重する。 

⑷ 既設の施設の定期点検及び運転又は修繕等管理実績が優良であった場合

は、指名について尊重する。 

５ 技術者の状況 建設工事等の施工特性に精通し、工種、業種、規模等に応じて発注工事又は

発注業務又は物品発注（以下「発注工事等」という。）に必要な技術者の状況

を把握するとともに、確実かつ円滑に実施できる体制が確保できるかどうか

総合的に判断する。 

６ 手持工事又は手持業

務の状況 

工事等の手持状況から見て発注工事等を施工する能力があるかどうかを総合

的に勘案すること。 

７ 当該工事又は業務の

施工についての技術的適

正 

以下の要件について、総合的に判断する。 

⑴ 発注工事等と同種かつ同程度と認められる技術的水準の工事等につい

て、相当の施工実績があること。 

⑵ 地形・地質等自然的条件、周辺環境条件等発注工事等の作業条件と同等

と認められる条件下で施工実績があること。 

⑶ 発注工事等を施工するに足りる主任技術者又は監理技術者及び管理技術

者が確保できると認められること。 

８ その他特に考慮する

必要がある事項 

⑴ 安全管理に関し、関係機関からの指導等があり、これに対する改善を行

わない状態が継続している場合であって、明らかに受注者として不適当で

あると認められるときは指名しない。 

⑵ 賃金不払いに関する関係機関からの通報があり、その状態が継続してい

る場合であって、明らかに受注者として不適当であると認められるときは

指名しない。 

⑶ 建設業退職金共済組合又は中小企業退職金共済事業団に加入し、契約を

履行している場合は、尊重する。 

⑷ 地元企業の健全な育成と地域経済の活性化を図るため、地元企業の受注

機会の拡大に配慮すること。 

 


